
1 

 

西村証券 企業調査情報                2026/07/08 

［金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第26号：加入協会…日本証券業協会］ 

エリッツホールディングス（コード 5533） 
◆各決算期の中間期業績推移(連結) 

決算期 売上高 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

23.9 2,851 568 120.9 0.0 1,077 ▲51 ▲268 4,077 

24.9 2,911 485 89.7 0.0 498 ▲216 ▲238 4,056 

25.9 3,258 508 95.4 0.0 617 ▲96 ▲228 4,441 

26.9 3,526 590 111.6 0.0 646 ▲57 ▲299 4,806 

◆通期業績推移(連結) （26.9 予は会社側発表値） 

決算期 売上高 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

23.9 5,562 1,013 204.9 71.0 890 ▲128 ▲68 4,013 

24.9 5,835 968 189.4 58.0 720 ▲470 ▲115 4,149 

25.9 6,385  1,021  202.1 68.0 869 ▲213 ▲288 4,516 

26.9予 6,778  1,107  200.3 70.0 － － － － 

（CF＝ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ。現金及び現金同等物は各期末値。▲はマイナス。単位は百万円、円） 

26/9 中間期は管理戸数が堅調に増加。通期も増収増益目指す 

26 年 9 月期の中間期は、店舗数の拡大や管

理戸数の増加なとにより、売上高が前年同期比

8.2％増、営業利益が 16.1％増となった。 

コア事業である不動産仲介事業や不動産管

理事業が順調に推移したほか、スポット取引の

販売用不動産（売上高 1 億 100 万円、営業利益

1,900 万円）が加わり、増収増益となった。な

お、スポット取引を除くと売上高は 9.8％増、

営業利益は 15.8％増となる。 

キャッシュ・フロー（CF）において、当中間

期の現金及び現金同等物の期末残高は 48 億

600 万円（前年同期末比 8.2％増）となった。

営業活動 CF は、税金等調整前中間純利益 5 億

9,400万円（17.5％増）、棚卸資産の増加額8,900

万円（前年同期は 1,100 万円の減少）などによ

って 6 億 4,600 万円の収入（4.8％増）となっ

た。投資活動 CF は、有形固定資産の取得及び

売却による差引支出額 4,500 万円（19.1％減）

などによって 5,700 万円の支出（40.0％減）に。

財務活動 CF は、配当金の支払額 2 億 3,600 万

円（18.7％増）、長期借入金の返済による支出

6,400 万円（26.2％減）、株式の発行による収入

100 万円（97.3％減）などによって 2 億 9,900

万円の支出（31.1％増）となった。 

当中間期は管理戸数の増加などで増収増益に 

 

CF で現金・現金同等物残高が拡大 
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西村証券 企業調査速報 

本レポートは、会社側が発表した決算短信や決算説明資料などに基づき作成しており、証券投資の

参考となる情報の提供を目的としたもので、証券の売買を勧誘する目的で作成したものではありま

せん。株式の売買取引には、約定代金に対して手数料が必要となります。また、株式は、株価の変

動により損失が生じる恐れがあります。投資に関する最終決定は、投資家ご自身の判断でなさいま

すようお願い致します。本レポートは各種データに基づいて作成していますが、その正確性・完全

性を全面的に保証するものではありませんので、予めご了承下さい。なお、本レポートの著作権は

西村証券に帰属しており、電子的・機械的などの方法を問わず、無断で本レポートを引用または複

製、転送することを禁じます。 

 

当中間期は、期初予想値に対する達成率が、

売上高で 103.8％、営業利益で 104.0％となり、

通期見通しに対する進捗率も、売上高で

52.0％、営業利益で 53.3％と順調に推移した。 

事業別の売上高において、不動産仲介が前年

同期比 2.4％増、不動産管理が 14.6％増、居住

者サポートが 15.1％増となった。不動産仲介で

は、テナント案件の減少により、賃貸仲介手数

料収入が 6 億 500 万円（0.2％減）となったも

のの、業務委託料収入が 5 億 600 万円（5.7％

増）、商品売上が 2 億 1,900 万円（12.8％増）に

伸長。不動産管理では、管理戸数の増加によっ

て管理料収入が 4 億 6,800 万円（6.3％増）と順

調に推移したほか、大型案件の回復により改装

売上収入が 6 億 2,400 万円（23.9％増）に拡大

した。居住者サポートでは、電気・ガス等の取

次料収入が 28.0％増、保険代理店手数料等が

19.9％増、滞納保証料が 26.4％増などとなり、

売上高の増加に寄与した。 

事業別の営業利益において、不動産仲介が

10.2％減、不動産管理が 15.9％増、居住者サポ

ートが 19.4％増となった。不動産仲介では、新

規出店（前年同期末比 8 店増）に伴う人件費増

加や、掲載物件数の増加による広告宣伝費、地

代家賃など先行費用の拡大から減益になった。

一方、不動産管理では増収が利益の伸びに寄

与。居住者サポートについても増収が利益の増

加に結びついた。 

26年 9月期の通期業績は、売上高 67億 7,800

万円（前年比 6.2％増）、営業利益 11 億 700 万

円（8.3％増）と増収増益の見通しで、期初時点

での会社側発表値から変更は無い。 

不動産管理、居住者サポートが増益に寄与 

通期も増収増益見通しで期初予想値と変わらず 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

24.9中 25.9中 26.9中

百万円
中間期の事業別売上高推移

不動産仲介

不動産管理

居住者サポート

0

100

200

300

400

500

24.9中 25.9中 26.9中

百万円

中間期の事業別営業利益推移（調整額を除く）

不動産仲介

不動産管理

居住者サポート

0

200

400

600

800

1,000

24.9中 25.9中 26.9中

百万円

中間期の事業別売上高の主な内訳（カッコ内は事業名）

不動産賃貸仲介手数料（不動産仲介）

業務委託料収入（不動産仲介）

商品売上（不動産仲介）

不動産管理料（不動産管理）

改装売上収入（不動産管理）


